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前書き 

総務省統計局の住宅・土地統計調査によれば、賃貸用や売却用の住宅、別荘等を除く、長期にわ

たり住民不在の住宅、建て替えのために取り壊す予定の住宅などの「空き家」は、平成25年で318万

戸となっており、過去20年間で2.1倍に増加している。倒壊等保安上危険な空き家、衛生上有害な空

き家、景観を損なっている空き家等が問題化する中、先進的な都道府県・市区町村は条例を制定し

て対処（所沢市（平成22年)など）してきた。 

このような状況を踏まえ、平成26年に空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127

号。以下「空家法」という。）が議員立法にて成立（27年5月に全面施行）し、市町村（特別区を含

む。以下「自治体」という。）は、空家等対策計画の策定、倒壊等著しく保安上危険となるおそれの

ある等の特定空家等に対する措置（所有者等に対する除却等の助言・指導、行政代執行等）等がで

きることとされ、空き家対策の更なる進捗が図られている。 

また、平成30年6月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣

議決定）では、「空き家・空き地の流通・利活用に向け、地方自治体・不動産団体等の先進的取組や

活用・除却への支援、情報の充実等を促進する」とされるなど、空き家対策を更に進めることとさ

れている。 

一方、空家法の施行から平成28年度末までの約2年間における自治体の対応をみると、空家等対策

計画の策定は357自治体、助言・指導の実施は314自治体、行政代執行・略式代執行の実施は40自治

体となっており、自治体が空き家対策において苦慮している実態がうかがえる。 

この実態調査は、以上のような状況を踏まえ、空き家対策について、自治体の自主的な取組を後

押しする観点から、自治体の様々な特性や街づくりの方針等に応じた取組事例や課題等を明らかに

し、関係行政の改善に資するとともに空家法が施行されて5年後に予定される空家法見直しの検討等

に資する情報を提供するために実施したものである。 
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